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■ 講演の概要

1――交通需要予測に関わる現在の問題

近年の公共事業批判においては，需

要予測もその対象となっている．典型

的なものとして，過大な需要予測を行っ

た結果，現実に発生する便益以上の事

業費用が投入され，その結果，国民の

負担が増大している，などといったもの

である．この過大推計問題に対して，事

業推進のために予測需要が水増しされ

ているのではないか，予測方法が不透

明であり故意に方法を隠蔽しているの

ではないか，など，需要予測結果が意

図的に操作されているのではないかと

の報道がなされ，市民の間に不信が生

じている．

一方で，近年の研究の進展やデー

タ解析手法の精緻化，手法のマニュア

ル化など，予測手法自体は合理的なも

のとなってきている．手法の合理性は

高まっているにもかかわらず，予測結

果が信頼性を喪失している原因は何

であり，またそれを解決するには何が

必要なのであろうか．本報告では，問

題の本質を整理した上で，今，需要予

測においてなすべきことを予測方法の

改善，予測結果と計画値の分離，予測

結果の評価といった点から整理し，最

後に，計画策定手続きにおける需要予

測の利用方法の改善点について論

ずる．

2――問題の本質と構造

なぜ需要予測が問題とされるのであ

ろうか．問題の本質は事業を推進する

側と反対する側の立場の違いにあると

いえよう．

需要予測を行う立場からはデータお

よびモデルの精度には限界があるため，

内容に立ち入った説明を省略し，詳細

を非公開とすることが是とされてきた．

また，事業推進の立場からは，予測結果

に必要性を語らせたほうが楽であった

ことも事実であろう．また需要予測の内

容には立ち入らず，需要予測の必要性

の是非という入り口論に留める方が本

質論に到達せずに得策であるとの考え

もあろう．

一方，事業に反対する立場からは，

事業の根拠である予測需要結果に対す

る疑念や，需要予測の内容を公開しな

いことに対する不信感，あるいは，需要

予測を攻撃することが事業中止の突破

口になるのではとの戦術上の期待，な

どが考えられる．

この両者の考え方の相違が，需要予

測の内容についての公開を阻み，一方

で不信を増幅させるという悪循環をも

たらしてきた．この対立の構図は以前か

ら存在するものであるが，ここに来て交

通整備事業に深刻な影響を及ぼしつつ

あるのが現状であろう．

我々が行った需要予測に対する市

民意識調査によると，交通需要予測の

困難さについての認識は，専門家と市

民との間で大きく異なるものではない．

一方，市民の間でも50代，60代といっ

た高年齢層のグループほど需要予測

に関する認識は高い傾向が現れてい

る．問題はこれらの認識の高いグルー

プの需要予測に対するイメージが，難

解，不確実，政治的，といったネガティ

ブなものであることにある．一方で，住

民の公共事業への参加意識は高まっ

ている．我々が行った他の調査による

と，行政が信用できるとしても住民参

加が必要であるとした人の割合が6年

前と比較して大きく増加している．これ

らのことは何を意味しているのであろ

うか．

市民の公共事業に対する意識構造を
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統計的に分析してみると，事業に対す

る賛成・反対といった市民行動は，計

画の内容と共に計画主体に対する信頼

性が大きく影響することが示された．す

なわち，公共事業における需要予測の

問題は，その内容と共に，それを使う

行政の信頼性の問題ともいえる．換言

すると，需要予測の問題は，予測方法や

結果のみにあるのではなく，公共事業

のプロセスや事業主体のあり方とも密

接に関連して生じているものであると言

える．

3――今なすべきことは何か？

3――－積極的対応の方向－

3.1 需要予測手法の「改善」

予測技術自体を今後とも改善してい

くことが必要なことは言うまでもない．

それは，データの高精度化，手法の精

緻化，ガイドライン，マニュアルの作成な

どを含むものである．加えて，これらを

内部資料に留めず，積極的に公開して

信頼を得ていくことも必要である．ここ

では，実用モデルの要件と今後改善す

べき点についてまとめる．

要件としては，他に明らかに優れた

予測方法が存在しないという新規性が

求められる．また，論理的な矛盾が存

在しないこと，実際の計測可能性など

の近似的な対応の妥当性の検証，高い

現況再現性，不確実性へのモデル中の

対応なども，当然のことながら必要であ

ろう．

手法として改善すべき点もいまだ残

されている．これまで一般的に用いら

れてきた4段階推定法では空間的な概

念を詳細に把握し，分析することに特

徴がある．この中で，発生・集中量の

予測においては，アクセシビリティ改

善による誘発交通と潜在需要の実証

が必要であろう．分布交通量の推計に

おいては，観光などにおける目的地魅

力度変数をどのように設定するかが推

計精度を左右する．この分布の予測は

一般に現況説明力が低く，交通予測全

体のネックとなっている．分担につい

ては価格や頻度など将来マーケットで

決まるものを外生的に与えているが，

これを内生化することが必要である．

配分では，交通量のみならず，便益計

測のためには所要時間についても高

い精度が要求される．土地利用との

関係についても古くから行われている

が，いまだ解決されるべき問題点は

多い．

実務的に使われている交通需要予

測モデルを見ていくと，必ずしも先に

述べた要件を満たしていないものも存

在する．一方，学会を見ると，多様なモ

デルが提案されているが，それらは社

会的責任とは無関係に生み出されてい

る．社会的ニーズと学会におけるニー

ズとの乖離も問題の1つであると言え

よう．

私は，交通需要予測の改善プロジェ

クトに国土交通省が全省的に取り組む

べきであったと考えている．米国などで

は90年代半ばにそのようなプロジェクト

が行われてきた．米国では公共事業に

おいて国は自ら予測を行う一方，環境

団体も予測を行い行政に問題を提起し

てきた．これらは，公共事業に関わる議

論のレベルアップを図る上で必要なこ

とと考えられる．また，学会との連携も

重要であろう．例えば，都市間交通需

要予測については2005年の純流道調査

の実施とあわせて，総合的交通需要予

測モデルの体系化，統一化を進めるべ

きであろう．また，都市交通はパーソン

トリップ調査などの豊富な経験を生か

して，総合交通モデルを統一的に再構

築することが良いだろう．国際交通につ

いては，周辺国と共同調査などを実施

して予測モデルの体系化を進めるべき

であろう．

3.2 予測値と計画値の「分離」

予測値と計画値を分離することは古

くから議論されているが，今はまさにそ

れを実行すべき時期であると言える．

技術的には予測値を幅や複数のケース

によって表現することが適切であり，そ

れを実施することが，「分離」の前提と

なる．その上で，技術的な予測行為と

計画値の確定行為を分離することが必

要である．

需要予測においてアカデミズムが信

用を失うことは致命的である．多くの仮

定の下に1つの予測値のみを示して，そ

の妥当性に保証を与えることに対し誰

が責任を持ちうるだろうか．当然のこと

ながら，需要予測の前提となる社会経

済状況は複数のケースが想定され，ま

た予測モデル自体も誤差を含むもので

ある．従って，技術的には幅を持って予

測することが自然である．

予測結果の幅提示に反対する立場か

らは，経済性が問題視されるときには下

限が注目され，環境影響が問題視され

る時には上限が注目されることが指摘

されている．また，幅を持って示すこと

になると，関連する他の施設計画や用

地買収の進捗など外部要因にも影響を

もたらす．また，訴訟を起こされたとき

想定外の問題を指摘される可能性もあ

りうる．

一方で，積極的な立場からは1点の

みの予測値では現場で十分説明できな

い，あるいは社会的な信用を得ること

は困難であるといった点が指摘されて

いる．PIにおいて，詳細な情報を出せ

ない，1点しかない，これで正しい，と

言っているだけでは住民とコミュニケー

ションをとれない，また情報公開が進ん

でいるのだから積極的に公開すべきで

ある，との意見もある．幅を持った予測

は米国のI70の建設事業で既に行われ

ている．これは全米で最も反対を受け

たプロジェクトではあるが，情報を公開

し議論を尽くした結果，事業は進めら

れた．

幅提示に伴う対応として，上限値に
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おいて環境上問題があるならば，交通

需要抑制策をとるなど総合的対策をと

ることを明示するべきであろう．また，

下限値の経済性に問題があるならば，

現在の技術で高精度に計測できない効

果や，計量不可能な効果が存在するこ

とを説得できる形で説明する必要があ

る．また需要喚起のプログラムを行うな

ど，やはり総合的対策を説明し，住民，

議会などの納得を得るなどの対応が必

要となる．

なお，幅のある推計結果も見せ方に

より，反応は異なる可能性がある．例え

ば，我々の調査では縦軸のスケールを

変えただけでその印象が異なることが

示されている．軸のスケールを大きくと

り，幅を小さく見せると推定結果が曖昧

であるという反応は有意に低くなる．一

方で，幅を持った予測が望ましいかと

いう質問をすると，どのスケールで見せ

ても望ましいと思う人が多いという結果

が得られている．

ではこの幅をどのように設定すれば

よいのであろうか．日本の長期計画では

そもそも推計値に幅があったが，個別

のプロジェクトになると1点のみとなるこ

とが多い．予測誤差を整理すると，最も

重要なものは入力誤差である．将来の

入力変数の予測値である経済成長や人

口などのインプットの誤差をモデルシス

テムの中で整合的に扱うことは当然必

要であるが，それすら行われていない

ことが個別事業の中では特に問題であ

ると考えられる．

このように，予測値は幅を持って提示

することが妥当であるが，事業規模を

決定する上では需要を1点に定めるこ

とが必要とされる．従って，幅を設定す

る役割と，そこから1つの値を定める

役割を分離することが必要であろう．そ

の際には一定の幅の中から行政が独自

の判断で計画の基準とすべき需要規模

を選択，確定するプロセスが重要であ

り，需要予測に全てを委ねる，あるいは

責任を押しつけるべきではないと考え

る．これが交通需要予測という技術的

な検討行為と計画の確定行為との分離

を意味する．

3.3 計画値の「評価」

評価においては，その手続きの妥当

性を確保することが重要である．専門

性，中立性の高い機関により，予測モデ

ルならびに計画値の妥当性を検証する

ことが必要である．計画主体である行

政がこれらの評価までを全て内部で行

うことに対して信頼が得られないとする

ならば，このような第3者機関を活用す

る方法が必要となる．計画値の決定行

為は政治的な要素も含むものであるか

ら，社会的合意形成や計画プロセスが

極めて重要な観点となってくる．従って，

これらの手続きも評価対象とすべきで

ある．

従来，需要予測の行為自体は外部委

員が加わる委員会で行われるか，行政

が内部で独自に行い，その妥当性の検

証は特に行われてこなかった．反対運

動などのあるプロジェクトではその妥当

性を示すための評価機関が必要とされ

ている．想定される外部レビューの方

法としては，複数の専門家に評価を委

託するのが1つの方式である．あるい

は，外部の評価委員会を個別に設置し

て，需要予測の評価委員会を作る，ま

た学会などの中立的な機関に委託する

という方法もある．ただし外部レビュー

の範囲であるが，予測方法の妥当性に

ついては可能だろうが，予測値の妥当

性を判断することは容易ではない．評価

する人は，モデル作成条件と入力デー

タの妥当性のチェックまでは可能であ

ろう．しかし，全てのデータをチェックす

ることはモデル作成そのものと変わらな

いため，その労力・費用からすると実質

的に不可能である．

また将来予測時の入力データの妥当

性については，社会経済動向などの制

御不能な計画要因と共に，計画主体が

制御しうる政策変数の影響の2つにつ

いて幅を持たせていくことが必要であ

る．これらの入力変数の幅が予測上は

特に重要である．

4――需要予測と計画策定手続きとの関係

需要予測と計画策定手続きはおお

いに関係がある．需要予測の問題は

モデルの改善だけで解決されるもので

はない．道路公団の民営化問題にお

いては，問題の本質は公団の企業体質

にあるのであって，需要予測が攻撃の

対象とされたのは民営化推進派の戦

術上の要因が大きいと考えられる．そ

こでは，予測手法の改善が問題解決に

十分ではなく，マイナーな問題となる．

外環東京区間は未だに反対が多いが，

長く反対している人たちの中には需要

予測の限界を認識し，そこにこだわっ

て議論を続けることは時間の無駄であ

ることを指摘するものもある．それより

はむしろ，予測が外れたときにどのよ

うな対応とりうるか，行政が現時点で

示すことが重要である，との意見も

ある．

世界的に見ると，計画策定手続きが

重視されるようになって久しい．サンフ

ランシスコにおける需要予測を対象と

した訴訟は有名であるが，その裁判以

降，需要予測モデルの方法論自体はそ

れほど大きく変わってはいない．しかし

需要予測過程の全ての情報が公開さ

れるようになった．このように情報公開

を徹底的に行うことで信頼を得られる

よう努力している．また，先のI70プロ

ジェクトにおいては需要予測自体は主

要な論点ではなかった．欧州において

は住民に対し，意志決定に参加する権

利，情報へアクセスする権利，訴訟を起

こす権利を保証している．当然のこと

ながら，需要予測の結果やデータ，方法

などを公開することは，このような権利

を保障するために必要な措置である．
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20世紀の成長の時代においては，計

画プロセスはほぼ需要予測プロセス

と同義であった．問題を発見し，現状

のデータを集め分析し，将来の予測を

行って良い代替案を選ぶという，基本

的には需要予測を中心に計画主体内部

で行う検討であった．しかし，これから

の時代は，計画づくりは計画策定手続

きそのものであり，加えてパブリックイ

ンボルブメント（PI）が重要になっている．

したがって，計画づくりは，計画主体内

部の技術検討を中心とするものから，市

民や国民を巻き込む共有技術へと生ま

れ変わりつつあるのである．

欧米，また日本においても，計画づく

りは既に市民，国民との共有技術として

再構築されつつある．従来，行政内部

のみで行われてきたプロセスを，市民や

国民との対話やコミュニケーションを通

じて進めている現在の状況においては，

計画づくりは既に行政と市民の共有技

術となりつつある．計画の説明会といえ

ば，少し前までは計画担当者が非難さ

れるような殺伐としたものであったが，

最近ではプロジェクトオフィスをショッピ

ングモールの中におき，誰でもいつでも

来て話ができる，知りたい情報にアクセ

スできることが一般的になりつつある．

日本でも，以前は説明会を阻止するた

めの住民運動が起こっていたが，現在

はショッピングモールの入り口に相談窓

口などを置いて，市民に説明をしてお

り，好意的に受け入れられているようで

ある．すなわち，常に対立の構図だけ

で進められてきた計画プロセスが対話

を通じたものに変わりつつある．その際

に予測値が1点しか示されていない，と

いうことでは当然対話を進めることも困

難であろう．

従来，計画は概略決定後の最終案と

して市民に公開されるものであり，住

民からは，行政が勝手に計画を決めて

いると反発を受けてきた．一方で，決

定以前の不確実な計画を出すと，曖昧

である，一貫していないなどの非難を

受けてきたことも事実であろう．当然の

ことながら，行政のみではなく，市民側

にも理解がなければこの問題は解決し

ない．また，情報公開がないとPIにお

いて市民側の不信感は増徴するもので

ある．

この際，反対派は丹念に問題を見つ

けてくれるボランティアであると考える

べきではなかろうか．情報公開はコミュ

ニケーションのツールとして工夫してい

くべきである．このように考えると，予

測値の幅提示の問題は些細な問題であ

り，今日からでも対応すべきであろう．

幅を提示するには様々な不安がある．

しかし，ケースバイケースで真摯に対応

していくことが信頼を得る上で重要で

あろう．

我が国の予測値の幅提示の事例とし

て，川崎の地下鉄や静岡空港などで，

既に適用されている．そこから計画値

を採択するのは行政の役割として分離

している．すなわち計画プロセスにお

いて予測幅を出すところと計画値を出

すところを分離している．当然その際

には，行政としての決断が必要であり，

需要予測のみに責任を負わせる形とは

なっていない．

世界各国で必要な社会基盤施設は

今でもどんどん作られている．またドイ

ツなどでは国民のために建設している

ことをアピールしている．日本でもこの

ようなことを言えるようにするには需要

予測の問題だけはなく，計画のプロセ

スそのものの見直しが必要不可欠で

ある．

■ コメントの概要

近年の交通需要予測に対する批判は

過大推計に関するものである．例えば

本四架橋やアクアラインなど大規模プロ

ジェクトに対するもの，都市内交通に関

しては第3セクターの新交通システムの

経営に関するもの，道路公団の民営化

問題では長期的な自動車交通需要の予

測に関するもの，などである．しかし，

交通需要予測に対する誤解として，そも

そも，社会現象の高精度の予測の困難

さについて理解が得られていないので

はないかと考えられる．確かに，交通

需要予測は精度が低い．しかし，その

前提となるGDPや人口についても予測

は外れている．また，交通需要は派生

需要であるから，本来需要である他の

活動についても予測しなくてはならな

い．加えて，鉄道に対する道路などの

代替サービスが出てきた場合非常に大

きく予測値が変わってしまうという特性

を持っている．

交通需要予測における誤差の要因と

しては，社会経済フレームの誤差が一

番大きい．また周辺の交通ネットワーク

の整備状況も大きく影響する．免許の

保有率や為替レートなどの他のインプッ

ト，予測モデルの誤り，構造やパラメー

タの推定誤差や時間変化などもある．

しかしながら，現実の交通量が過去に

行われた需要予測の半分にも満たない

というのは，どのような理由によるので

あろうか．

ここでは愛知県の桃花台というニュー

タウンにおける新交通システムの需要

予測を例として，その誤差の発生原因

を検証する．この新交通システムは

1979年に計画決定，91年に開業したが，

91年時点での利用者数は1日2,000人

と，計画決定時の需要予測値31,000人

の実に1/15に留まっている．この要因

別の誤差の発生量を当時の予測方法か

ら推定した．ただし，この需要予測に用

いられた資料は残されていないので，

当時の状況を参照して誤差発生原因を

分析している．手順としては駅勢圏の設

定，駅勢圏の将来人口予測，目的別発生

集中交通量の推計，目的別分布交通量

の推計を経て，利用者数の推計を行っ
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ている．ただし，実際に用いられたOD

表や駅勢圏などは当時の状況を推察し

て行っている．

まず，1990年の駅勢圏人口について

は，当時5万6千人と予測していたが，

国勢調査による人口は駅勢圏の取り方

により33,000人から48,000人である．こ

の原因はニュータウンの入居人口が計

画値を下回ったためである．ニュータ

ウン人口は3万人ほど過大推計されて

いた．この計画人口の設定で既に大き

な誤差が発生している．

次に，手法上の問題点として，ここで

は分担率曲線が用いられていたことが

あげられる．これは71年の第一回中京

パーソンで使われたものを用いてい

る．マストラの利用実績とこの方法か

ら推計される軌道系の利用者数を比

較すると，実際の利用者数は91年には

全交通量の18％，16,000人であるが，

分担率曲線からは倍ほどの予測値が

得られる．すなわち，分担率曲線を用

いることにより，過大な推計結果が導か

れる．

また，ネットワーク整備の見込み違い

も指摘できる．この新交通システムは，

地下鉄駅に接続することになっていた

が，地下鉄の延伸が遅れ，2003年まで

1キロほどの徒歩区間があった．この1

キロのネットワーク整備の遅れは当時の

需要予測を行った計画者にとっては見

込み違いであった．ただし，分担率曲

線を用いて延伸が行われていた場合と

行われなかった場合の推計を比較する

と，10％程度の過大推計であったこと

が試算される．

加えて，競合鉄道が考慮されていな

かったことも大きな要因である．現在，

当該駅勢圏におけるJRルートの利用者

数は13,000人であるのに対して，新交

通は2,000人に留まっている．JRは名古

屋中心部まで直接乗り入れているのに

対し，新交通は乗り継ぎがあり，また

1kmの乗換を徒歩で行わなくてはなら

なかった．また，JRルートは所要時間25

分，運賃400円程度で中心部まで行ける

のに対し，新交通では1時間，870円か

かる．この条件を考慮すれば，JRルー

トを無視することが極めて不適切であっ

たことが分かる．ただし，当該ニュータ

ウンからJR駅までは8km程度の距離が

あり，現在P&R，K&Rのアクセスがほ

とんどである．70年当時にこれほど自

動車によるアクセスが普及することは想

定困難であったかもしれないが，JRを

使われないものとしたことは大きな誤り

であった．

もし，当時，非集計モデルを用いて

分担率の推計を行っていたらどうなっ

ていただろうか．都市計画決定は79年

であったが，当時はまだ非集計モデル

は日本に持ち込まれていなかった．71

年のパーソントリップ調査のデータを用

い，また競合路線を考えて新交通の分

担率を求めると，実績値が全交通量の

3％であるのに対して，非集計モデルで

は5％程度と推計される．なお，競合路

線を考慮しない分担率曲線を用いた方

法では37％となり，機関分担の推計に

おいても過大な推計が行われていたこ

とが理解されよう．

過大推計の原因をまとめると，現在

15倍程度存在する差の内訳は，人口フ

レームの見込み違いから1.2倍程度，

1kmのミッシングリンクにより1.1倍，分

担率曲線を用いたことで，2倍程度，競

合するJR線を考慮しなかったことで7

倍程度の誤差となった．なお非集計モ

デルを用いていれば，モデルの推計誤

差は25%程度に留まったものと考えら

れる．

この新交通システムの近年の動きと

して，ニュータウンの住民組織が自主的

にJR駅までのバスを運行させはじめ

た．一方，地下鉄の延伸により1kmの

ミッシングリンクが解消され，運賃値下

げを行い，終電も繰り下げたが，乗客

は1,000人増程度に留まっている．

予測値と計画値の「分離」ということ

で言えば，交通施設整備の意志決定に

置いて需要予測が主要な要因であるこ

とは言うまでもないが，一方で，意志決

定の全てを需要予測に委ねることはや

めるべきであり，採算性やB/C至上主義

に終止符を打つべきであろう．また，手

法の「改善」ということでは，最新の手

法を用い，それらを文書として残し，公

開することが重要である．

従来は，施設整備規模を算定するた

めに増加する需要の予測が重要だった

が，これからは，環境対策の観点から自

動車交通などを減らす政策の予測が重

要となるであろう．例えば，ロンドンの

ロードプライシングなどでは都市内に流

入する台数が15%ほど減少したようで

あるが，これら政策の事前評価のため

の予測が重要であろう．ただし，このよ

うな需要予測は非常に難しい問題であ

り，従来の4段階推計では対応が難し

い．なぜならば，ある日のトリップを行う

か，取りやめるか，といった非常に短期

の交通行動から，駐車場をどうするか，

免許をどうするか，自動車保有をどうす

るか，どこに居住するか，といった非常

に長期の意志決定までが複合的に作用

し，かつ，これらが不可逆の経路依存

的な現象であるためである．これまで

のような交通行動の履歴に依存しない，

合理的モデルの限界が明らかとなる可

能性がある．

このような複雑な現象を扱う専門家

のためのモデルも必要であるが，一方

で，PIの道具としてのわかりやすいモ

デルも必要である．これら2つの要求の

ギャップを埋めることが必要である．単

純に簡単なモデルを用いるだけでは技

術の進歩に逆行することになる．需要予

測においても技術向上，信頼回復，職

業倫理がますます重要となり，専門家

の最新の技術を用いながら，PIの道具

として使われるような予測手法が求めら

れるのではなかろうか．
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■ 質疑応答

Q 計画の反対者に対しても専門家を

派遣し技術的な議論をサポートする

ようなシステムは海外に存在するか？

A ボストンの高速道路事業において

は反対グループにコンサルタントを

派遣し，カウンタープログラムを提出

させ議論のレベルを向上させた．た

だしそのような事例はその後見られ

ない．

Q 近年のPFIを用いた公共事業にお

いては，金融機関はリスク回避のた

めに需要を低めに，行政は安くすま

せたいということで料金収入を得ら

れる需要を高めに予測しがちであ

る．このように立場が予測に大きく影

響を与えている．

A PFIに限らず，純粋な民間企業にお

いても，企画部門と管理部門では異

なる立場をとることがある．そこで

一つの経営判断を行っていることを考

えると，調整することは可能であろう．

その際，誰がどこまでリスクをとるの

か明らかにし，うまくインセンティブが

働く仕組みを作ることが重要である．

Q 公共事業の場合，長期的な予測を

求められることが多い．その場合，外

部要因に起因する不確実性が非常に

高いが，複雑で精緻なモデルが良い

のか，シンプルだが頑健なモデルが

よいかは議論の余地があるのではな

いか．

A 不確実な対象を正確に予測する手

段は存在しない．こう考えると，予測

だけに依存しない計画が必要であ

る．また短期間での見直しを継続す

ることが重要であろう．

Q 予測値が幅を持つ場合，計画値を

どのようなプロセスで決めることが必

要か．

A 長のリーダーシップで決めることも

一つのやり方であろう．幅のどこをと

ることが必要かは決まったやり方が

あるわけではない．それを議論する

ことも今後必要である．

Q 需要予測は突き詰めると，個人や

個別の企業行動に行き当たる．個別

企業が判別されるような将来予測で

あっても公開が必要か．

A 物流では個別企業のデータを用い

た予測はない．人流の場合，個人情

報が特定されないよう十分な配慮を

行っている．荷主が特定されるなど

の状況が想定される場合，情報公開

は適当ではない．

Q 事業の是非を議論する上では予測

から離れた議論はできないのではな

いか．予測に立脚しつつも計画その

ものをどう改善するか議論することが

重要ではないか．

A むろん予測結果は重要であるが，

需要予測に関する情報を公開せずに

行政の不信を招いていることが需要

予測問題の本質であると考えられる．

（とりまとめ：運輸政策研究所 紀伊雅敦）
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